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要旨：ポーラスコンクリートの強度管理方法において，RI 密度計（RI 計器）を用いて算出した空隙率から強

度を推定する評価手法の提案を目的とし，RI 計器を用いた際の打ち込み時と硬化後での空隙率測定について

検討した。その結果，線源が深いほど供試体の実測空隙率と近い値となり，打ち込み時と硬化後で差は見ら

れなかった。また，コア供試体を採取し，RI 計器で求めた空隙率から推定した強度との比較を行った結果，

強度比－空隙率関係においてコア供試体と差が生じなかった設計空隙率 25，30%では，RI 算出空隙率から推

定した強度はコア強度と近い値となることが確認できた。 
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1. はじめに 

 ポーラスコンクリートは連続もしくは独立した空隙を

多く含み，普通のコンクリートより保水性と透水性が優

れた材料である。日本においては，水質浄化，舗装，植

物基盤に使用されることから，エコマテリアルの一つと

して知れられ，今後幅広い範囲での利用が期待されてい

る。しかし，ポーラスコンクリートの普及には様々な問

題点がある。例えば，ポーラスコンクリートの品質は施

工方法に大きく影響を受けるにもかかわらず，その品質

を定量的に把握する現場試験方法がまだ確立されていな

いことが問題点の一つとして挙げられる。 

そこで，「性能設計対応型ポーラスコンクリートの施工

標準と品質保証体制の確立研究委員会」が共通実験を行

った結果，円柱供試体とコア供試体において，強度比－

空隙率関係にほとんど差は見られなかった。このことか

ら，ポーラスコンクリートの強度管理方法試案 1）では，

各機関で円柱供試体による管理用供試体を用いて作成し

た強度－空隙率関係に対して，ポーラスコンクリートの

実測空隙率を代入することで強度を推定する方法が提案

されている。しかし，ポーラスコンクリートの空隙率の

実測は，硬化後にコア抜きなどを行い，空隙率試験を行

うのが一般的であるが，コアの採取作業に伴い，構造体

を破壊してしまう点や舗装などの薄肉部材では空隙率測

定に十分な供試体高さが得られないなどの問題点がある。

また，現場打設した際には，施工性を考慮するとフレッ

シュ時に簡便に測定できる方法が必要になると考えられ

る。 

本研究では，ポーラスコンクリートの空隙率測定にお

いて，非破壊・微破壊で検査できる Radioisotope 法（以 

下，RI 法）に着目した。前述の強度管理方法において，

RI 密度計（以下，RI 計器）を用いて空隙率を算出し，そ

の空隙率をもとに強度を推定する新たな方法の提案を目

的とし，RI 計器を用いた際の打ち込み時と硬化後での空

隙率測定について検討した。また，RI 計器で求めた空隙

率から推定した強度と供試体から採取したコアの強度つ

いて比較を行った。 

 

2. RI計器について 

 放射性同位元素（radioisotope，RI）を利用して密度お

よび含水量を測定する方法を一般に RI 法と呼ぶ。主に，

盛土の締め固めに伴う品質管理で使用され，測定する時

間が短い，測定する人による測定結果に影響がほとんど

ない，経済面でコストが低いなどの利点がある。 

 RI を用いた密度の測定には，放射線の中でもガンマ線

が利用される。放射線源から放出するガンマ線が物質を

通過するときのコンプトン散乱を利用し，電子密度を測

定することによって，間接的に陽子と中性子の密度すな

わち物質の密度を測定するのが測定の原理である。検出

部に到達するガンマ線の量（計数率）は，密度に対して

ほぼ指数関数的に低下するため 2），事前に定めておいた

両者の関係（校正曲線）と検出したガンマ線計数率から

密度を算出する。 

 RI 計器は，測定方法により線源が対象物の内部にある

透過型と対象物の表面にある散乱型に分類される。本研

究で使用した「舗装用 RI 計器」を図－1 に示す。本研究

では，透過型・散乱型の両方を測定でき，実験実施にあ

たって特別な資格や届出が必要ない RI 計器を使用した。 
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図－1 舗装用 RI計器 

 

3. RI計器による空隙率測定 

3.1 供試体概要 

 図－2 に供試体の概要を示す。ポーラスコンクリート

供試体の寸法は，直径 600mm×高さ 200mm とし，設計空

隙率を 15，20，25，30%の 4 水準とした。使用材料を表

－1 に，示方配合を表－2 に示す。骨材は微粒分を水で

取り除き，それを表乾状態としたものを用いた。型枠に

ポーラスコンクリートを打ち込む際に，フレッシュ時で

の RI 測定ができるように中央部に直径 19mm の孔を設

け，測定の後，それを埋戻した（写真－1 参照）。その後

は気中養生を行い，空隙中の水分の影響を極力抑えるた

めに気乾状態で RI 計器による測定を行った。また，各空

隙率とセメントペーストで強度‐空隙率関係を求めるた

めに管理用供試体（100×200mm）を作製した。 

3.2 RI測定 

 本研究では，打ち込み時に空隙率の把握が可能か検討

するため，練り混ぜ直後（フレッシュ時）および気中養

生 4 週間後（硬化時）に RI 測定を行った。線源棒の挿入

深さ（以降，線源深さ）はフレッシュ時と硬化時ともに

0，20，50，100，150mm とし（図－3 参照），硬化時の

測定では，供試体中央にハンマードリルを用いて再度孔

を設けた。 

 RI 計器を用いて空隙率を算出するためには，密度と透

過してきたガンマ線量（計数率）の関係（校正曲線）が

必要となる。そこで本研究では，作製した空隙率の異な

る供試体の質量を計測することで，供試体容積（直径：

600mm×高さ h：200mm）から供試体かさ密度 ρ（g/cm3）

を算出し，供試体に設置した RI 計器でガンマ線計数率を

測定することで，線源の標準計数率に対する比を計数率

比 R として表すことで校正曲線を求めた。ガンマ線計数

率は，ガンマ線が 1 分あたりに検出された数を表す。RI

測定による密度の算出手順を図－4 に示す。供試体の測

定を行う前に，標準体の測定を行った。これは，RI 計器

に使用される線源の放射能は，時間の経過とともに徐々

に低下するため，線源の時間的な減衰を補正し，適切な 

密度を求めるために一般的に行われる。標準体は物理

的・化学的に安定で継時変化のない均一な物質であるア 

表－1 使用材料 

セメント 
普通ポルトランドセメント 

密度：3.15g/cm3 

骨材 

JIS A 5005（コンクリート用砕石 1305 A） 

粒径：5~13mm，表乾密度：2.68g/cm3 

粒形実積率：57.6% 

混和剤 

高性能 AE 減水剤（ポリカルボン酸エーテ

ル系） 

密度：1.065g/cm3 

 

表－2 示方配合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   (a) 上方から見た図   (b) 側面から見た図 

図－2 供試体概要 

 

 

(a) 打ち込み時      (b) 埋め戻し後 

写真－１ 供試体の作製 
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図－3 線源棒の挿入深さ 
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RI 計器 

線源棒挿入孔19mm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4 RI測定による密度の算出手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－5 測定位置 

 

クリルを用いた。また，バックグラウンドとは，宇宙線

や地中から放出される自然放射線であり，RI 計器から線

源棒を取り外し，線源棒に封入された線源からの放射線

を計数しない距離以上に遠ざけた状態での計測をバック

グラウンド測定と呼び，自然放射線を測定する。なお，

この測定で，標準体上に RI 計器を設置して行う測定を標

準体バックグラウンド測定，供試体上に設置して行う測

定を供試体バックグラウンド測定とした。線源棒を装着

した状態で測定されるガンマ線係数率には，線源からの

ガンマ線のほかにバックグラウンドも含まれるため，バ

ックグラウンドの影響を補正する必要がある。以上より，

校正曲線は密度とガンマ線計数率比の関係を最小二乗法

によって求めた。校正曲線を決定するための計数率比 R

は式(1)により算出した。 

  
SBGS

NBGN
R




                (1) 

ここに， 

N：供試体の平均ガンマ線計数率（cpm) 

NBG：供試体のバックグラウンド計数率（cpm) 

 

図－6 各線源深さにおける校正曲線の結果 

 

表－3 各線源深さにおける校正式 

 

S：標準体のガンマ線計数率（cpm） 

SBG：標準体バックグラウンド計数率（cpm） 

 校正曲線とガンマ線計数率比 Rよりポーラスコンクリ

ート供試体の RI 計器による算出密度 ρRI（g/cm3）は式(2)

で算出した。 

   
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ここに， 

A，B：実験定数 

3.3 測定方法 

 ポーラスコンクリート供試体の測定では，供試体中央

部に線源棒が位置するように RI 計器を設置し計測を行

った。フレッシュ時の測定では，透過型における各線源

での測定を行い，孔を埋め戻した後，散乱型での測定を

行った。硬化後の測定は，まず散乱型で測定し，ハンマ

ードリルで中央部に孔を設け，透過型による測定を行っ

た。図－5 に示すように，各線源深さで測定位置を 4 方

向とし，1 方向につき測定回数を 3 回とした。1 回の測定

時間は 1 分程度であった。 

3.4 実験結果 

(1) 校正曲線 

 図－6 に各線源深さにおける校正曲線を，表－3 に校 
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正式を示す。ρは供試体かさ密度（g/cm3），R は計数率比

を表す。R は式(1)より，ρは供試体の質量と供試体体積 

から求めた。校正式については，密度の算出精度の向上 

のため，これまでに筆者らが行った結果 3）も含め，ポー

ラスコンクリートの各供試体のかさ密度とそれに対する 

平均計数率比との間に指数関数をあてはめ，最小二乗法

によって決定した。同図より，既往の結果と同じく，ポ

ーラスコンクリートの密度が上昇するにつれて計数率比

が減少する傾向が確認でき，これまでの校正曲線に近い

値をとった。 

(2) 密度の算出 

 図－7にRI算出密度の結果を示す。RI算出密度 ρRIは，

前節で求めた校正式に各線源で測定したガンマ線計数率

R を代入することで式(2)より算出した。同図よりフレッ

シュと硬化どちらにおいても，空隙率の変化に対する密

度の変化を確認できた。どの線源深さにおいても，設計

空隙率が大きく，供試体かさ密度が小さいほど，RI 算出

密度は供試体かさ密度に近づく傾向であった。線源が深

くなるに伴って，RI 算出密度は供試体かさ密度に近づく

結果であり，線源深さ別に見ると，線源深さ 20mm で－

0.15g/cm³の最大誤差が生じた。この原因としては，線源

深さが小さいと，供試体上層部の測定の影響を受け，供

試体が均一でない場合はその影響が大きくなってしまう 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

や他の透過型線源に比べると，供試体に設けた孔に線源

を挿入しても，供試体底部と線源の間に空気が存在し，

その影響を受けやすい点が挙げられる。設計空隙率 25%， 

線源深さ 0mm を除いて，フレッシュと硬化後で RI 算出

密度の差はみられず，線源深さが深いほど一致する結果

であった。また，差が生じていた設計空隙率 25%，線源

深さ 0mm では，他の供試体よりも骨材の突起部が多い，

RI 計器と隙間が存在したため，その影響を受けたものと

考えられる。 

(3) 空隙率の算出 

 図－8 に RI 算出空隙率の結果を示す。RI 算出空隙率 

ARIは，質量法において RI 算出密度 ρRIを代入することで

式(3)より算出した。 
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図－7 RI算出密度の結果 
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*1：各材料の絶対容積とは，各材料の質量（kg）をそ

れぞれの密度（kg/m³）割ったものである。 

供試体全空隙率は，供試体質量と体積から質量法で求め

た実測の空隙率を表す。同図より，RI 算出密度の誤差が

小さかった設計空隙率 25，30%では，RI 算出空隙率は供

試体全空隙率と同程度の値となった。設計空隙率 15，20%

については，次章のコア採取した際に，供試体底部に垂

れが確認できたので，その影響を受けたことが考えられ

る。また，線源深さが深いほど，RI 算出空隙率と供試体

全空隙率の誤差は小さくなるため，供試体全体を測定で

きるのではと考えられる。 

 

4. RI算出空隙率による強度の推定 

4.1 実験概要 

強度管理方法試案 1）に基づき，3 章の供試体作製時に

作製した管理用供試体から強度－空隙率関係を求め，RI

算出空隙率を用いて圧縮強度の推定を行った。管理用供

試体は，各設計空隙率で 6 本とし，結合材強度は 3 本の

平均値をとった。3 章で用いた供試体を 20℃，60%R.H.

の気中養生を行い，材齢 4 週目にコア供試体を 4 本採取

し，実際の圧縮強度との比較についても検討した。ポー

ラスコンクリートの圧縮試験方法はコンクリートの圧縮 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試験方法（JIS A 1108）に準拠し，また載荷スピードは

1.5kN/sec で行った。管理用供試体（100×200mm），コア

供試体どちらも上面と下面には，平滑性を確保するため

に石膏キャッピングを施した。石膏キャッピングに用い

るペーストの配合は，早強セメント：石膏：水＝1：2：

1.5（質量比）とした。 

4.2 実験結果 

(1) 強度－空隙率関係 

 強度－空隙率関係式については，圧縮強度推定式の両

辺を結合材の強度で除した式(4)を用いた。 

    Bxy  exp'                (4) 

ここに，y'：強度比＝y/A，A：結合材強度(N/mm2)， 

y：強度(N/mm2)，x：空隙率(%)，B：実験定数 

図－9 に圧縮強度比－空隙率関係の結果を示す。実測

空隙率は，質量法で求めた全空隙率を表す。本実験では

管理用供試体から式(5)が得られた。 

   xey 09.0'                  (5) 

 決定計数 R2 の値は 0.92 と高い結果であり，信頼性の

高い強度比－空隙率関係ということが確認できたが，空

隙率が小さい場合において，コア供試体の関係と差がみ

られた。 
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図－8 RI算出密度の結果 

空隙率±3%の範囲 
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(2) 圧縮強度 

 

 

図－9 圧縮強度比－空隙率関係の結果 

 

圧縮強度の推定は，フレッシュと硬化後に RI 測定して 

得られた RI 算出空隙率を式(5)に代入することで算出し

た。図－10 に圧縮強度の結果を示す。設計空隙率 25，

30%において，RI 算出空隙率より求めた推定強度はコア

供試体と同程度の結果であった。RI 算出空隙率が供試体

全空隙率と近い値をとった線源深さ 150mm においても，

設計空隙率 15，20%ではコア強度との誤差が生じた。写

真－2 に示すように，コア供試体底部にペーストの垂れ

が確認できたので，その影響により空隙率が小さいにも

関わらず，圧縮強度が低かったことから，図－9 の圧縮

強度比－空隙率関係において，管理用とコア供試体の間

に差が生じたことが要因と考えられる。 

 

5. まとめ 

 本研究で得られた結果を以下に示す。 

(1) RI 算出空隙率は，線源深さが深くなるに従い，供

試体全空隙率と近い値をとり，線源深さ 150mm で

は供試体全空隙率と同等の結果となった。 

(2) フレッシュと硬化後どちらにおいても，RI 計器を

用いた空隙率の算出は可能であることが確認でき

た。また，線源深さが深ければ，フレッシュと硬化

後の RI 算出空隙率の差は見られなかった。 

(3) 強度推定については，管理用供試体から作成した強

度－空隙率関係においてコア供試体と差が生じな

かった設計空隙率 25，30%では，RI 算出空隙率か

ら推定した強度はコア強度と近い値をとった。 

 今後，ポーラスコンクリートの現場での品質評価にお

いて，RI 法の有効性を検討する。 
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図－10 圧縮強度の結果 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 設計空隙率 15%    (b) 設計空隙率 20% 

写真－2 コア供試体の底部の様子 
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